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１９ 家族介護者ショートステイ利用充実事業費 介 護 保 険 推 進 室

２０ 国民健康保険事業助成費 医 療 保 険 室

２１ 健康長寿日本一アクションプラン関連事業費

２２ 救命向上医療体制検討費 健 康 増 進 室

２３ ＩＴ活用・健康づくり対策検討費 健 康 増 進 室
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２８ 介護予防推進・専門員養成事業費 介 護 保 険 推 進 室

２９ 難病相談・支援センター設置費 健 康 対 策 室

３０ 医療施設近代化整備費等補助金 医 療 室

３１ 小児救急医療体制整備事業費 医 療 室

３２ 食の安心・安全確保事業費 生 活 衛 生 室



平成１７年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 災害ボランティア活動等振興事業費

新規・継続の別 組替新規予 算 額 １４，０００千円

平常時からのボランティア意識の醸成や活動振興に併

目 的 せ、災害時におけるボランティアの迅速な派遣・受入体制

や要配慮者への支援体制の整備を図る。

事 業 名 事業内容等 予算額

千円◇京都府災害 府と民間のボランティア団体等が協働

ボランティア し、研修や訓練を通じて、災害時に円滑な 2,500

事 業 内 容 センター運営 ボランティア活動を進めるための体制の強

事業 化を図る。

目 的 また、災害ボランティア専用ホームペー

対 象 ジを開設する。

方 法 等

◇福祉救援ボ 福祉救援ボランティア活動の推進を図る

ランティア活 ため、ボランティアコーディネーターの養 1,000

動推進事業 成等を実施する。

（実施主体：京都府社会福祉協議会）

◇災害時にお 災害時に円滑な救援体制が確保できるよ

ける要配慮者 う、地域において要配慮者の情報を日常的 1,500

地域支援事業 に把握し、情報提供や啓発等を行うシステ

ムづくりを図る （実施主体：市町村）。

◇一般ボラン 地域や学校での各種事業の実施により府

ティア活動振 民のボランティア活動に対する関心を高め 9,000

興事業 るとともに、福祉ボランティアの振興を図

る （実施主体：京都府社会福祉協議会）。

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4551
地 域 福 祉 室

地域福祉 福祉のまち推進担当･

保健福祉－１



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

防災・防犯情報メール配信事業費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別１０，０００千円

障害者をはじめ、広く府民の方々が地域社会で安心かつ安全

趣 旨 に暮らせるよう、災害時等に必要な情報を入手できるシステム

を整備し、情報バリアフリーのまちづくりを推進する。

事 業 内 容 事 業 概 要 災害時における緊急情報や生活情報を、携帯電話のメール機

能を活用し、提供する。

目 的 対 象 者 府内在住の視覚障害者及び聴覚障害者

対 象

方 法 等 ①気象（台風・警報）に関する情報

②地震に関する情報

配信情報 ③交通機関（道路・鉄道等）に関する情報

④ライフライン（ガス・電気）に関する情報

⑤医療に関する情報

⑥市町村からのお知らせ など

備 考 メール配信する情報は、府ホームページ「おこしやす京都

（携帯端末用）」にて一般府民にも提供

担当課・係名 障 害 福 祉 室 施 設 担 当 課･係 電話番号 075-414-4599

保健福祉－２



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 福祉総合相談体制あり方検討費

新 規予 算 額 １，０００ 千円 新規・継続の別

【目 的】

・ 児童相談所、身体・知的障害者更生相談所、婦人相談所、吉田母子

寮等の相談機能を充実させ、障害や療育相談はもとより、児童虐待、

ドメスティック・バイオレンス、さらにはひきこもりや不登校等も含

めた家庭に関する諸問題について、総合的かつ専門的なワンストップ

サービスが提供できるよう、施策推進のあり方について、有識者をは

じめ広く府民の意見を踏まえ検討する。

事 業 内 容 【事業内容】

①幅広い府民ニーズの把握

②市町村、関係福祉施設等における相談体制等の状況把握

目 的 ③府と市町村等における相談支援機能のあり方について検討

対 象 ④府の各相談機関における連携のあり方及び相談機関の均等配置等

方法等 について検討

こども未来室 家庭支援担当 075-414-4582担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－３



平成１７年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

障 害 者 相 談 支 援 ネ ッ ト ワ ー ク 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１３０，４１８千円

１ 趣 旨

身体・知的・精神いずれの障害者であっても、身近なところで何でも相談できる総合的かつ

専門的な体制の整備を行う。

２ 事業概要

事 項 内 容 事 業 費

障害者相談支援ネットワーク整備推進事業費 75,625

事 業 内 容 障害別となっている生活支援センターを３障害

対応の総合窓口として機能強化 (65,000)

地域ケアシステムの拠点となる「総合相談支

▲

目 的 総合相談支援体制 援センター」を指定

対 象 整 備 事 業 費 ゼネラルケアマネジャーを配置

▲

方 法 等 （府独自施策） ○圏域の相談支援事業者をスーパーバイズし、

よりよい相談支援ネットワークを構築

○圏域の「障害者ケアマネジメント推進会議」

＜新 規＞ を主宰

障害児（者）地域療育等支援センターの機能

▲

強化に対する支援

障害者の地域生活支援の充実を図るため、ケア
障害者ケアマネジメン

マネジメント手法により障害の特性に応じたきめ (5,000)
ト体制支援事業費

細かな相談支援を実践できる人材を養成

市町村の障害者生活支援センターが施設入所者

障害者地域生活推進 の地域生活移行の推進、地域生活支援体制の分析 (5,625)

特別モデル事業費 ・段階的向上を支援するために実施する事業に対

して助成

54,793
心身障害児(者)地域 障害児(者)地域療育等支援施設において、障害

児(者)の身近な地域での療育指導、相談等を実施療育等支援事業費

合 計 130,418

担当課･係名 障 害 福 祉 室 在 宅 担 当 課･係 電話番号 075-414-4601

保健福祉－４



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障害児（中高生）放課後サポート事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１ ７ ， ０ ６ ８ 千 円

１ 趣 旨

障害のある中高生については、現在、支援費の児童デイサービスの対象となってい

ないため、養護学校等下校後に活動する場を確保するとともに、障害児を持つ親の就

労支援等を図る。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容

デイサービス事業所、養護学校等の空き教室で中高生障害児を
事 業 内 容

目 的 預かるとともに、社会に適応する日常的な訓練を行う。

対 象

方 法 等 障害のある中学生・高校生等であって、保護者が働いている
対 象 者

等により放課後における活動場所が必要な者とする。

実 施 主 体 市町村（社会福祉法人に委託可能）

６時間以上＋送迎 ５，１００円

補 助 単 価 ４～６時間＋送迎 ３，９６０円

３～４時間＋送迎 ３，１００円

利 用 者 負 担 １回当たり １，０００円

補 助 率 国1/2、府1/4、市町村1/4

担当課・係名 障 害 福 祉 室 在 宅 担 当 課･係 電話番号 075-414-4598

保健福祉－５



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障害者ＩＴサポートセンター運営費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規４ ， ０ ０ ０ 千 円

１ 趣 旨

生活活動に制限を受ける在宅重度障害者の社会参加等を推進するため、パソコンを新たな

コミュニケーションツールとして活用することで、必要な情報の入手やコミュニケーション

の拡大を図る。

また、パソコンの操作技術等の向上を図り、一般就労等につながる能力開発を行う。

事 業 内 容

２ 事 業 概 要

目 的 ・パソコンの操作講座及び出前指導

対 象 ・パソコン操作・活用に関する相談

方 法 等 パソコンの貸与

・
企業で不要となった中古パソコン等を回収・修理を行い、希望する障害者に貸与

パソコン操作指導ボランティアの育成

・

【 事業イメージ 】

コミュ
障害者バリアフリー化支援事業費(継続)

ニケー
障 初 周辺機器、ソフト購入の助成

ション
心

の拡大害
者 障害者ＩＴサポートセンター運営費(新規)

操作講座、出前指導、相談 等

就 労
者 一定レベ 在宅障害者等就労支援モデル事業費(新規)

［府民労働部所管］ル以上 キャリアアップ支援

担当課・係名 精神･社会参加室 精神・社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4603

保健福祉－６



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

「 ゆ め こ う ば 」 支 援 事 業 費事 業 名

１６，５００千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨
障害者の職業能力を開発し、福祉的就労から一般就労への移行を促すため、施設（授産施設

・小規模通所授産施設）入所・通所者を対象に就労訓練及び企業実習を実施する。

また、就労意欲がある障害者５名程度のグループ（ゆめこうば）を単位とし、新たに仕事を

開拓することにより、障害者雇用の促進を図る。

２ 事業概要

(1) 就労訓練支援事業

事業内容 施設に在籍しながら、直接就業につながる就労訓練・企業実習を行う。

事業主体 社会福祉法人（府内３ブロック）

事 業 内 容 補助対象 就労訓練（２ヶ月）、企業実習立会

補 助 率 府 10/10（訓練は定額）

事 業 例 販売実務、給食配膳等

⑰予算額 ４，０００千円

目 的

対 象 (2) ゆめこうば支援事業

方 法 等 ① ジョブパートナーを配置した就労意欲のある５名程度のグループ（ゆめ

こうば）を単位とし、新たに仕事を開拓する。

事業内容 ↓

② 上記グループを独立事業部門とする新たな事業体を設立。法定雇用率達

成事業所への早期移行を目指す。

事業主体 新たな事業体（授産施設、共同作業所等がバックアップ）

補助対象 ジョブパートナーの人件費

補 助 率 府１／２ 市町村１／２

事 業 例 農業、物流管理、ビルメンテ等

⑰予算額 １２，５００千円

３ 雇用見込人数
(1) 就労訓練支援事業 実雇用 １０人

(2) ゆめこうば支援事業 実雇用 ２５人

担当課・係名 精神・社会参加室 精神･社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4603

保健福祉－７



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

知的・精神障害者グループホーム開設促進事業費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別３，０００千円

１ 趣 旨

障害者の住まいとしてグループホームは最も期待されているが、新たに開設する場合、家屋

の補修や備品等の購入費用など比較的多額の資金が必要となり、これが新規開設を阻害している

要因のひとつとなっている。

このため、施設開設に係る費用の一部を補助することにより、グループホームの開設促進を図

り、従来の生活環境を大きく変えることなく、地域における在宅での生活を支援する。

事 業 内 容

２ 事業概要

目 的

対 象 ・民家等既存建物に係る修繕費用

方 法 等 補助対象 ・家電製品や収納設備等の共用備品購入費

（電磁調理器・エアコン・冷蔵庫・洗濯機等）

１箇所当たり１，５００千円（府１／２ 、施設１／２）
補助基準等

初年度見込数 ４箇所

３ 参 考

知的障害者グループホーム：４４箇所 ２００人（平成１７年１月現在）
精神障害者グループホーム： ７箇所 ４０人（平成１７年１月現在）

担当課・係名 障 害 福 祉 室 施 設 担 当 課･係 電話番号 075-414-4599

保健福祉－８



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

家族の心のふれあい便り事業費事 業 名

４，０００ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

少子化や核家族化の進行などにより、家族関係が希薄にな

事 業 内 容 趣 旨 る中で、家族間で交わされた往復の手紙を募集し、優秀作品

を表彰・公表することで、府民等が家族とのふれあいや絆を

深めるきっかけをつくる。

※実施にあたっては教育委員会等と連携

目的・対象

実 施 方 法 ○「家族の心のふれあい便り」を募集
だよ

そ の 他 ○優秀作品を選定し 「家族ふれあい大賞」として表彰事業内容 、

○優秀作品について作品集を作成

○小学生を対象とした「家族ふれあい学習資料」の作成

○わくわく家族タウンミーティングの開催（新規）

担当課・係名 こども未来室 未来っ子支援担当 課･係直通電話番号 075-414-4581

保健福祉－９



平成１７年度当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部・教育委員会

「まちぐるみ子育て支援」推進事業費事 業 名

予 算 額 ２３０，０７１千円 新規・継続の別 新 規
（一部継続）

１ 趣 旨

地域には、地域子育て支援センター、保育所、幼稚園などの物的

資源や育児経験の豊富な保護者などの人的資源が多く存在している。

その資源を活用し、地域に密着した身近な相談体制を整え、親子の

体験活動等も通して、地域ぐるみですべての子育て家庭の支援を推進

事 業 内 容 する。

２ 事業概要

目 的 区 分 予算額 千円 備考（ ）

対 象 「まちぐるみ子育て支援」推進事業費 ２３０，０７１ －

方 法 等 子育てサポートセンター事業費 ４４，２００ 新規

子育て地域パートナー養成事業費 ４，０００ 新規

地域発未来っ子応援事業費 ４，０００ 新規

京の子育てネットワーク支援事業費 ７，３００ 継続

地域子育て支援センター事業費 １６８，５７１ 継続

地域連携支援事業費 ２，０００ 継続

文教課 私学係 075-414-4517
担当課・係名 こども未来室 未来っ子支援担当 課・係 電話番号 075-414-4581

社会教育課 社会教育主事 075-414-5886

共通－１０



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

事 業 名 子育てサポートセンター事業費

新 規予 算 額 ４４，２００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

保育所や幼稚園が、保育や幼児教育に関する専門性や実績を生かし

て、地域の子育て相談事業を実施することにより、地域に最も密着し

た子育て支援施設としての役割を果たすとともに、地域における子育

て支援をより一層推進する。

２ 事業内容等

保育所、私立幼稚園を活用した「子育てサポートセンター」の設置
事 業 内 容

子育てサポートセンター事業

目 的

対 象 保 育 所 幼 稚 園

方法等

◎地域に密着した保育所、私立幼稚園の専門性等を生かし目 的
た身近な相談体制等の整備

◎隔週の土曜日 年 回 ◎親子関係支援センター事業（ ）、26
専門性を有する保育士に 地域の保護者の育児の悩

内 容 よる地域住民を対象とし み等についての教育相談

た子育て相談 ◎地域の子育て力向上事業

地域の団体や父親等と連

携した保育の実施

約２３０箇所実施箇所数

文教課 私学係 075-414-4517
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581

保健福祉－１１



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

子 育 て 地 域 パ ー ト ナ ー 養 成 事 業 費事 業 名

新規予 算 額 ４，０００千円 新規・継続の別

地域の育児経験の豊富な保護者等の人的資源を活か

趣 旨 し、地域に密着した相談体制を構築し、地域全体で全

事 業 内 容 ての子育て家庭の支援を推進する。

同年代等の子育て経験者にカウンセリング等一定の
○

目 的 専門的知識習得のための研修を実施し、子育て地域

対 象 パートナーとして養成。

方法等 事 業 概 要 ◎１７年度養成数 １５０人（予定）

○身近な相談相手として、地域の子育て家庭を支援。

○地域子育て支援センター、保育所、幼稚園等での活

動をコーディネート

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－１２



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 京 の 子 育 て ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 支 援 事 業 費

継 続予 算 額 ７，３００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

子育て家庭をサポートするため、地域の子育て力の回復、再生を図ること

とし、子育てサークルや地域子育て支援センターをはじめ、子育て支援に関

わる各機関が連携の上、広域的なネットワークを構築し、情報の発信・交換

・連携による子育て家庭への支援強化を図る。

２ 事業概要

区 分 事 業 内 容 予 算 額

千円事業内容

▲

子育て家庭支援の気運醸成のための講演会

の開催、子育て関係団体等のネットワーク

化と子育て情報の発信・交換・連携等

京の子育てネ １，３００＜内 容＞

ットワークの ○講演会の開催

○ネットワーク会議の設置・運営構築

○子育て情報の発信・交換・連携 等目 的

＜関係団体等＞対 象

府、市町村、地域子育て支援ｾﾝﾀｰ、ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰ方 法 等

ﾄｾﾝﾀｰ、保育所、幼稚園、学校、NPO･ｻｰｸﾙ 等

地域子育てネ 地域子育てネットワーク支援に向けた事業

▲

ットワーク支 の実施

（各種子育て支援サービス紹介、フォーラム開催、他援事業

６，０００部局イベントへの参画等）

子育て支援ＮＰＯ・サークル等の情報収集

▲

及び当該情報を紹介したホームページの充

実等

担当課・係名 こども未来室 未来っ子支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

保健福祉－１３



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 地 域 発 未 来 っ 子 応 援 事 業 費

新 規予 算 額 ４，０００千円 新規・継続の別

子育て支援の充実を図るため、子育てＮＰＯやサー

趣 旨 クル等と府が協働して事業を実施。

そのアイデア等を市町村等に広げることにより、地域

での子育て家庭を支援する仕組みづくりを構築。

①ＮＰＯ等の多様なアイデアを活用し、府とＮＰＯ等

が協働して先駆的事業を実施（３，０００千円）

（実施する事業）事 業 内 容

◆親子で遊べる遊び場づくり

◆わくわく親子教室の開催

◆あのね子ども相談（仮称）

目 的 事業概要 ・実施方法

対 象 広くＮＰＯ等の参画を求め、そのアイデアをもと

方法等 に府とＮＰＯ等が協働して企画、実施

②市町村事業への普及（１，０００千円）

事業実績の集約をホット情報として報告会開催、

報告書配布等により市町村や府民へ還元

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－１４



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 保育サービス充実・強化事業費

継 続予 算 額 １，２１８，８６４千円 新規・継続の別
(一部新規)

◎多様な保育サービス等の実施に対する助成

１ 構成事業

①保育所運営費助成費 （1,094,281千円）

②乳児保育促進事業費 （ 45,903千円)

③一時保育等助成事業費（ 75,946千円)

④休日・特定保育事業費（ 2,734千円)（新規）

事 業 内 容 ２ 事業内容等

事業 趣 旨 実施主体 実施予定数

目 的

対 象 ① 市町村が保育を実施するために必 市町村 ７５箇所

方法等 要な経費(民間保育園分)の助成

乳児保育のための保育士を安定的 市町村 ６７箇所

② に確保するため、保育士の加配に

対する助成

専業主婦家庭等の育児疲れ解消、 市町村 一時保育

や保護者の傷病等による緊急時の ５５箇所

③ 保育に対応する一時保育事業や保

保育所地域活動事業育所の専門的機能を地域住民のた

めに活用する保育所地域活動事業 110箇所

に対する助成

日曜・祝日等の保育（休日保育事 市町村 休日保育

④ 業）及び保護者の多様化した就労 ２箇所

形態に対応する保育（特定保育事 特定保育

業）に対する助成 １箇所

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－１５



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

児 童 虐 待 等 重 点 支 援 事 業 費事 業 名

２７，５００ 千円 継続(一部新規)予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨
急増する児童虐待に適切に対応するため、虐待予防、潜在事例の早期発

見、再発防止等の体制強化を図るとともに、新たに児童家庭支援センター

を設置し、地域における相談体制、児童の保護機能等の強化を図る。

２ 事 業 概 要
事 業 内 容

区 分 事 業 内 容

目的・対象 新家庭支援相談機能充 ・地域の児童問題に対して相談援助を行う児童○
実 施 方 法 実事業 家庭支援センターの設置 (休日 夜間対応可)、

そ の 他 ＜舞鶴学園に付設＞

児童虐待予防対策推進 ・心理カウンセラー等による訪問指導、精神科

事業 医による相談指導

・養育上課題のある家庭に対する医師、保健師

等による育児指導

＜各保健所＞

児童虐待防止ネットワ ・府域全体を網羅するネットワーク会議の開催

ーク推進事業 ・虐待防止に関する府民、関係機関への啓発

児童虐待早期対応体制 ・未来っ子サポートチーム員として初期対応等

強化事業 を行う児童虐待対応協力員の配置

・法的問題に対して専門的助言や援助を行う弁

護士の確保

＜各児童相談所＞

児童虐待再発防止・自 ・虐待の当事者に対するカウンセリングを行う

立支援事業 精神科医の配置

＜宇治児童相談所＞

担当課・係名 こども未来室 家庭支援担当 課･係 電話番号 075-414-4727

保健福祉－１６



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 淇 陽 学 校 寮 舎 整 備 費

新 規予 算 額 ２１３，９００千円 新規・継続の別

建築後３０年以上が経過し、老朽化、狭あい化した
目 的

寮舎を改築し、児童の生活環境の改善を図る。

事業内容

構 造 木造 ４棟

定 員 ５５名

目 的 事業概要

対 象 延べ床面積 １，２６０㎡

方法等

建 築 場 所 船井郡園部町栄町（現敷地で全面改築）

工 期 平成１７～１８年度（２カ年）

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－１７



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 介護・福祉サービス第三者評価等推進事業費

継 続予 算 額 ７，６００千円 新規・継続の別

平成１４年度から平成１６年度までの３ヶ年計

画で実施した「介護サービス評価支援事業」の

趣 旨 取組結果を踏まえ、介護サービスと福祉サービ

スの第三者評価の本格実施を可能とする体制づ

くりを行う。

事 業 内 容

事 業 内 容

目 的 介護・福祉サービス第三者評価支援機構（仮称）の立上げ

△

対 象 及び運営支援

方法等

◯介護・福祉サービス第三者評価の今後の推進計画の策定

◯介護・福祉サービス第三者評価の実施

◯介護・福祉サービス第三者評価調査者の養成

◯介護・福祉サービス第三者評価の実施結果に関する情報

提供

075-414-4571担当課・係名 地 域 福 祉 室 施設指導振興担当 課･係 電話番号

介護保険事業室 事 業 担 当

保健福祉 －１８



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 家族介護者ショートステイ利用充実事業費

予 算 額 ２，０００千円 新 規新規・継続の別

趣 旨 ◇ ショートステイは、家族介護者を介護から２４

時間解放し、精神的、身体的なリフレッシュ効果

をもたらすことから、長期的に安定した在宅介護

の継続に寄与する。

◇ 普段ショートステイを利用していない方でも、

事 業 内 容 緊急時等にタイムリーに利用できるよう、既存施

設を最大限活用するシステムを構築する。

目 的

対 象 事業内容 ◇ 各施設のショートステイの最新の空き情報等を

方法等 入手できるホームページを開設し、家族介護者や

ケアマネージャー等の緊急時等の円滑な利用を図

る。

事業主体 京都府老人福祉施設協議会

事業費 ２，０００千円

介護保険推進室 施設担当 075-414-4574担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－１９



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

国民健康保険事業助成費事 業 名

１５，９４７，６００ 千円 一部新規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

三位一体改革による都道府県財政調整交付金を創設し、府内保

険者の適切な国保運営に資する。

また、保険者が実施する低所得者の保険料軽減制度等に対し助

成することにより、国民健康保険事業の健全な運営を確保する。

（単位：千円）２ 事業内容

事 業 内 容

事 業 内 容 予 算 額 説 明

都 道 府 県 府内保険者の国保運営に対する助成
目 的 ６,５９０,０００財 政 調 整 交 付 金

（医療給付費等の ⑰５％ ⑱７％）
＜新規＞ <６,５９０,０００>

対 象
低所得者の保険料（税）軽減制度７,５７５,０００方 法 等 保険基盤安定事業

<５,０５０,０００> に対する助成(負担率⑯1/4→⑰3/4)

中間所得者層の保険料（税）の負担
保 険 者 支 援 事 業 ５２３,０００

軽減を図る制度に対する助成

市町村保険者が行う高額医療費に対
高額医療費共同事業 １,０５２,０００

する相互支援への助成

保険者が国保事業の健全な財政を
府 独 自 措 置 分 ２０７,６００ 維持し、円滑・適正な運営を図る

ために行う事業に対する支援

１５,９４７,６００計
(⑯ 4,182,540)

※助成先 ･･･ 市町村、国民健康保険組合等

※< > ･･･ 三位一体改革による影響額(11,640,000)

担当課・係名 医療保険室 国保担当 課・係 電話番号 075-414-4627

保健福祉－２０



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

「健康長寿日本一プラン」関連事業費事 業 名

新 規・継 続予 算 額 新規・継続の別５４５，９００ 千円

１ 目 的

健康長寿日本一を目指し、今年度策定した「健康長寿日本一プラン」に基づき、

課題に対応した各種施策に取り組む。府民の健康増進に係わる諸

課 題

６５歳以上の平均余命と健康寿命の差の解消

△

医療機関の受療動向 入院：生活習慣病(がん、心疾患、脳血管疾患）

△

が上位外来：運動機能低下による筋骨格系疾患、糖尿病

介護が必要となった原因･･･「脳卒中 「転倒・骨折」

△

」

生活習慣病・介護予防対策が重要⇒

新規２ 事業概要

事 業 概 要 事業費事 業 名

3,400
府民健康づくり運動推進 ○健康づくり府民総参加事業(推進府民会議等の運営)

事業費 ○きょうと健康地図普及強化事業(健康地図活用検討等)

｢がん｣｢心疾患｣｢脳血管疾患｣の３大疾病克服のため、京

救命向上医療体制検討費 都府における救命向上のための医療体制(急性期医療)整 1,000

推 備の検討

3,000
事 業 内 容 進 予防医学のあり方検討費 府民の健康づくりと疾病予防を推進するため、府立医科

基 (医科大学) 大学を核とした予防医学のあり方を検討

携帯電話等ＩＴを活用した健康管理システムの検討 1,000目 的 盤 IT活用･健康づくり対策検討費

12,000
対 象 地域総合リハビリテーシ ○京都府リハビリテーション支援センター設置･運営

ョン推進事業費 ○地域リハビリテーション支援センターの運営等方 法 等

○脳の健康づくりモデル事業
健康長寿・生活習慣見直

○糖尿病在宅アドバイザー設置モデル事業 9,000
しモデル事業費

生 ○小規模事業所健康づくりモデル事業

4,000
活 京のおばんざい弁当普及

｢京のおばんざい弁当]等の規格基準の設定、普及開発等
習 開発事業費

がん予防対策事業費 15,000
慣 ○市町村が行う前立腺がん検診に対する助成

病 ○がん登録事業の実施(罹患率､受療状況等の把握･分析等)

対 乳がん検診充実費 乳がん検診機器 マンモグラフィ整備（２台） 40,000

策 地域歯科保健推進事業費 「８０２０運動」を推進するための普及啓発等 9,000

子どものむし歯予防対策事業費 市町村が行うフッ素塗布等に対する補助 5,000

障害者等歯科健診･指導事業費 障害者等に対する歯科健診・指導事業の委託 5,000

427,500
介 高齢者介護予防等支援事 市町村が行う高齢者の生活支援・介護予防等の事業に対

護 業費 する補助

6,000
予 介護予防推進・専門員養 介護予防専門員の育成等(介護予防マネジャー育成研修、

防 成事業費 介護予防サービス従事者養成研修）

○転倒予防強化モデル事業(生活機能判定､転倒予防教室 5,000
対 健康長寿・生活習慣見直

）
策 しモデル事業費

545,900合 計

健康増進室 健康増進担当 課･係 電話番号 075-414-4724担当課・係名

共通－２１



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

救 命 向 上 医 療 体 制 検 討 費事 業 名

１，０００ 千円 新規予 算 額 新規・継続の別

１ 背 景

京都府の平均寿命や健康寿命は、総じて全国的に上位であるが、全国的

な傾向と同様、死因では、がん、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病が

上位に位置し全体の６割を占めている。

健康長寿日本一を推進するには、この三大疾病の克服が緊急の課題であ

事 業 内 容 る。

２ 検討事項

目的・対象

三大疾病に係る急性期医療の具体化の検討

方法 等

(1) がん対策

最先端のがん化学療法の実施体制の確立や、患者の治療後の将来計画

をサポートする体制の整備など、がんの診断・治療を効率的に行うシス

テムの検討

(2) 心疾患、脳血管疾患

早期搬送を実施し、発症直後に集中治療・高度医療で救命できるシス

テム（心臓病・脳卒中救急医療センター「仮称」設置）の検討

担当課・係名 健康増進室 健康増進担当 課・係 電話番号 075-414-4724

保健福祉－２２



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

ＩＴ活用・健康づくり対策検討費事 業 名

１，０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

府民ができる限り長く健康で暮らせるためには、死因の上位

を占める「がん 「心疾患 「脳血管疾患｣などの生活習慣病予防」 」

対策が重要であり、府民一人ひとりが生活習慣を改善（行動変

容）していくことが重要。このため、生活習慣の改善につなが

る健康情報の提供や府民の生活様式の変化に対応したＩＴ(情報

通信)の活用による自己健康管理システムの構築など、ＩＴの活事 業 内 容

用による健康づくりについて検討する。

２ 実施主体目 的

京 都 府対 象

方 法 等

３ 検討内容

(1) 民間企業でのＩＴによる健康づくりの現状把握

(2) 携帯電話等ＩＴ活用による健康管理システムの検討

担当課・係名 健康増進室 健康増進担当 課･係 電話番号 075-414-4724

保健福祉－２３



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

地域総合リハビリテーション推進事業費事 業 名

１２，０００ 千円 一 部 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

家に閉じこもりがちで心身機能の低下した高齢者や病院から退院した脳卒

中患者等が住み慣れた地域や家庭において寝たきりになることなく生活が送

れるよう、医療・保健・福祉分野の関係機関の連携により、それぞれの状態

に応じた継続的かつ適切なリハビリテーションが提供できる総合的な体制整

備を行う。

２ 事業主体
京 都 府（一部事業委託）

事 業 内 容

３ 事業内容

目 的 事 業 名 事 業 内 容 事業費

対 象

千円方 法 等 京都府リハビリテーション支援センター設置

▲

地域リハビリ ○ 府立医大附属病院内に支援センター設置･運営

テーション支 ○ 地域リハビリテーション支援センターへの支援 4,000

援機能整備事 ○ リハビリテーションの人材育成･再教育

業 ○ 府民へのリハビリ情報の提供

○ リハビリ実施機関への最新情報の提供

<新 規> ○ リハビリの事例研究、プログラム開発等

京都府リハビリテーション協議会設置･運営

▲

○ 地域支援センター事業の内容検討

○ 各圏域の課題整理、府域連携指針の作成

地域リハビリ 地域リハビリテーション支援センター事業

▲

テーション連 ○ 地域支援センターの設置･運営 ⑯３→⑰５圏域 8,000

携推進事業 ○ 地域リハ実施機関への支援(技術的指導等)

○ リハビリ従事者への援助・研修

○ 圏域内のリハビリ情報の提供 等

圏域連絡会の設置・運営

▲

○ 地域支援センターに係る調整

○ 圏域連携指針の作成 等

担当課・係名 健康増進室 健康増進担当 課･係 電話番号 075-414-4724

保健福祉－２４



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

健康長寿・生活習慣見直し事業費事 業 名

１４，０００ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

健康長寿日本一の達成に向け、主に生活習慣病予防のための

モデル事業を実施する。

２ 事業内容

生活習慣病対策

▲

事 業 名 事 業 概 要 事 業 費
事 業 内 容

脳の健康づく 対象者：市町村基本健診等の要フォロー者

▲
目 りモデル事業 内 容：｢脳の健康づくりセミナー｣、｢MRIを中

▲
的 心とした脳検診･個別指導｣、｢検診後の 5,000
対 象 継続相談｣の実施
方 法 等 実施機関：乙訓保健所

▲

糖尿病在宅ア 対象者：各種検診等で糖尿病の要指導・要医療

▲

ドバイザー設 と診断された者等
置モデル事業 内 容：｢糖尿病個別食生活指導｣、｢ＩＴ活用に 2,000

▲

よる在宅療養指導」の実施
実施機関：山城北保健所

▲

小規模事業所 対象者：小規模事業所の勤労者等

▲

健康づくりモ 内 容：｢老化度チェック｣、｢事業所の健康課題

▲

デル事業 の分析・健康教室｣、｢健康管理研修会｣ 2,000
の実施

実施機関：中丹西保健所

▲

計 9,000

介護予防対策

▲

事 業 名 事 業 概 要 事 業 費

転倒予防強化 対象者：高齢者、介護認定で｢自立｣等と判定さ

▲

モデル事業 れた虚弱高齢者等
内 容：｢骨粗しょう症診断｣ ｢生活機能判定｣ 5,000

▲

、 、
｢転倒予防教室｣の実施

実施機関：丹後・南丹保健所

▲

計 5,000

担当課・係名 健康増進室 健康増進担当 課･係 電話番号 075-414-4724

保健福祉－２５



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

京のおばんざい弁当普及開発事業費事 業 名

４，０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

栄養の偏りや不規則な食事が肥満や生活習慣病の増加につながる大

きな要因の一つになっており、府の調査においても 「塩分の摂取が多、

い 「野菜の摂取量が少ない 「食品の組み合わせを考えていない」」、 」、

といったものが多い結果となっている。

このため、その改善策の一つとして、京の食文化である「おばんざ

い」や地元の野菜を活かした「京のおばんざい弁当 （きょうと健やか」

弁当）の開発及び普及を図る。

２ 実施主体

京 都 府事 業 内 容

３ 事業概要

目

的 ◆ 京のおばんざい弁当・お総菜開発推進プロジェクトチーム設置

対 象

方 法 等 構成員：学識経験者(大学教授)、企業代表(デパート、スーパー、コンビ

ニ等)、受益者(住民)代表、学生代表、京都府栄養士会

概 要： 京のおばんざい弁当」の規格基準の設定、メニュー開発「

◆ 京のおばんざい弁当・お総菜推進普及事業

デパート､スーパー等との協賛による「京のおばんざい弁当」の開発

△

・販売（健康食シール（規格基準適合）貼付）

担当課・係名 健康増進室 健康増進担当 課･係 電話番号 075-414-4724

保健福祉－２６



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

乳 が ん 検 診 充 実 費事 業 名

４０，０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 目 的

、 、 、 、現在 乳がんは 女性のがん罹患の第一位となっており また

年々増加傾向にある。このため、国において、がん検診に関する

指針を改正し、市町村が実施する｢乳がん検診｣については、４０

歳以上の女性に対して、マンモグラフィ(乳房エックス線撮影装

置)による検査を原則実施することとされたことを踏まえ、乳が

ん検診機器マンモグラフィを整備し、府内市町村の乳がん検診の

充実を図る。

事 業 内 容

２ 実施主体

京 都 府目 的

対 象

方 法 等

３ 整備台数

２ 台

４ 運 用

（財）京都工場保健会へ無償貸与し、市町村検診を支援

担当課・係名 健康増進室 健康増進担当 課･係 電話番号 075-414-4724

保健福祉－２７



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

介護予防推進・専門員養成事業費事 業 名

６，０００千円 新規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

要介護状態になる高齢者が増加している中、元気な高齢者が、要介護

状態になるのを予防し、また現在、要支援・要介護状態にある高齢者の

状態悪化を防止するためにも、介護予防の重要性が高まっている。

健康長寿日本一アクションプランのもと、介護保険制度での新予防給

付や地域支援事業に向け、高齢者一人一人の身体の状態に応じた効果的

事 業 内 容 な介護予防プランを策定し、サービスを提供できる人材の養成を図る。

２ 内 容

○ 介護予防に関わる専門員を養成

種 類 役 割

介護予防マネジャー 高齢者一人一人に対して介護予防

目 的 プランを作成する

対 象

方法等 介護予防サービス従事者 サービス提供現場で介護予防サー

ビスに従事する

○「介護予防プランニングマニュアル」を作成

○ 平成１７年度に実施される市町村介護予防試行事業を支援するため

の「京都府介護予防推進員会」を設置

担当課・係名 介護保険推進室 管理・予防担当 075-414-4573課･係 電話番号

保健福祉－２８



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

難病相談・支援センター設置費事 業 名

１１，５６２ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

難病患者や家族等が抱えている療養上、生活上の悩みや不安等

の解消を図るととともに、電話や面談等による相談、患者家族な

どの交流促進など、難病患者の持つ様々なニーズに対応したきめ

細やかな相談や支援を行う拠点施設として 「難病相談・支援セ、

ンター」を設置し、府域における患者等支援対策の一層の推進を

図る。

２ 事業内容事 業 内 容

実施主体 京 都 府

目 的

委 託 先 独立行政法人国立病院機構 宇多野病院対 象

方 法 等

(1) 難病患者及び家族等の療養上、生活上の相談･支援

(2) 難病についての各種情報の収集・提供

事業内容 (3) 医療関係者、保健所等への専門的アドバイス

(4) 難病患者及び家族等の交流支援

(5) 各種難病施策等の情報提供、申請事務等の支援

(6) ハロワークとの連携による就労支援

難病専門医療機関、保健所、患者団体等関係機関による
運営方法

運営協議会を設置し、センターを運営

担当課・係名 健康対策室 疾病管理担当 課･係 電話番号 075-414-4736

保健福祉－２９



平成１７年度当初予算案主要事項説明
保 健 福 祉 部

医療施設近代化整備費等補助金事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別３８３，９３９ 千円

１ 趣 旨

療養病床（療養型病床群含む）の整備、患者の療養環境及び周産期医療体

制の確保のための施設整備に対し、国の補助制度を活用し助成することによ

り、医療施設の近代化、地域医療の確保を図る。

２ 事業内容

（１）医療施設近代化施設整備事業

事業内容 病棟の増築、改修等への補助（国1/3、府1/6（府単独上乗せ))

事 業 内 容

一般病床 療養病床

整備内容 ３ 施設

（継続２ 新規１） ３３４床 ９８床

目 的

対 象 予 算 額 ３００，４６６千円

方 法 等

※療養病床…

長期にわたり療養を必要とする患者のための病床

趣 旨 特別養護老人ホーム・老人保健施設とともに介護保険制度上の

入所施設として運営可

構 造 病室面積や廊下幅は一般病床より広く、機能訓練室や談話室等を設置

（２）周産期病棟等環境整備事業

周産期病棟及びナースステーションなど勤務環境の充実を図る
事業内容

ための整備（国１／３、府１／３）

予 算 額 ８３，４７３千円

担当課・係名 医療室 地域医療事業担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

保健福祉－３０



平成１７年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

小 児 救 急 医 療 体 制 整 備 事 業 費事 業 名

一部新規予 算 額 新規・継続の別４３，７３１ 千円

１ 趣 旨

① 小児救急医療電話相談事業

子供の急な発熱やけが等に対する親の不安を解消するとともに、

小児救急医療提供体制の改善を図るため、小児担当看護師等による

電話相談を実施する。

事 業 内 容

② 小児救急医療体制強化支援事業

２次医療圏ごとに連日夜間当直を実施するなど夜間の小児診療

体制を充実・強化するための取り組みに対して支援を行う。目 的

対 象

２ 事業概要方 法 等

① 小児救急医療電話相談事業

実 施 方 法 京都私立病院協会へ委託

□体 制 協力病院による当番制

事 業 内 容 相談時間 午後７時～午後１１時（準夜帯）

□

（土曜日は午後３時～午後１１時）

□実施方法 ＃８０００番から当番病院の固定電話

に転送

② 小児救急医療体制強化支援事業＜新規＞

２次医療圏単位で輪番制等により連日夜間当直体制を整備する!

場合に医師等の配置に要する経費に対して補助する。

（南丹、中丹、山城北医療圏）

京都市が行う休日急病診療所における小児科診療の拡大に要す"

る運営費に対して補助する。

（京都・乙訓医療圏）

担当課・係名 医療室 地域医療事業担当 課・係直通電話番号 075-414-4744
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平成１７年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 食 の 安 心 ・ 安 全 確 保 事 業 費

予 算 額 １６，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的
食品の表示違反問題や残留農薬問題、高病原性鳥インフルエンザの発
生など、消費者の食品に対する不安・不信が高まっている中、今年度も
引き続き府民に「食」に関する正しい情報を迅速に提供するとともに、
「京の食“安全見はり番 」の増員により自主衛生管理を強化する。”
さらに、平成１６年度に策定した「きょうと食の安心・安全アクショ
ンプラン」の取組を推進し、府民の不安・不信の解消を図る。

２ 事業概要

区 分 事 業 内 容

消費者の視点に立った食品の安全確保の推進

▲

食の安心・安 「食」の安心・安全についての情報をスピーデ
全ホームペー ィに分かりやすく府民に提供する「京の食“安心
ジの運営 かわら版 」を充実”

事 業 内 容 食の安全管理及び監視体制の充実強化
▲

目 的 食品衛生推進 消費者からの食に関する相談に応じるととも
対 象 員の増員によ に、食品店舗を巡回し、食中毒予防啓発や食品の
方法等 る自主衛生管 誤表示の防止、衛生管理に関する助言・相談など

理の推進 を行う「京の食“安全見はり番 」を増員（96人”
→150人）

食品検査機能 ポジティブリスト制を前提とした残留農薬検査
の充実 等の充実のため、検査機器を整備

食品衛生監視 広域化・大規模化する食品流通・製造及び食中
員による広域 毒・食品事件等に対応するため、広域かつきめ細
監視指導活動 やかな監視指導を実施

緊急時の対応、危機管理体制の整備

▲

食鳥処理場に 異常食鳥搬入防止のため、取引養鶏農家から生
おける高病原 鳥の健康状態を報告させるよう、食鳥処理場を指
性鳥インフル 導するとともに、大規模食鳥処理場に簡易キット
エンザ予防対 を配備し、インフルエンザスクリーニング検査を
策 実施

担当課・係名 生活衛生室 食品衛生担当 課・係 電話番号 075-414-4759
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